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研究成果の概要（和文）： 本研究では、世帯構成員における就業選択や金融資産や保有不動産等の家計資産の
選択を中心としたミクロシミュレーションモデルの構築の可能性を探るために、「全国消費実態調査」等の政府
統計のミクロデータを用いて、個々人の就業選択と家計資産との関係についてミクロ計量分析を行った。つぎ
に、「国民生活基礎調査」のミクロデータを用いて、ミクロレベルの人口社会事象を反映したミクロシミュレー
ションモデルの作成の追究を行った。

研究成果の概要（英文）：    This research explores the creation of a microsimulation model focused 
on households' choices regarding asset ownership and employment based on empirical analysis about 
the relationship between household members' choice to work and their choice of asset ownership using
 microdata from the ‘National Survey of Family Income and Expenditure’. In addition, this research
 uses microdata from the ‘Comprehensive Survey of Living Conditions’ in order to create a 
microsimulation model which reflects demographic events on the level of individual household 
members.

研究分野： 経済統計学

キーワード： ミクロシミュレーション　ミクロ計量分析　公的統計ミクロデータ　労働供給　資産選択　政策評価

  ２版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
 本研究成果の学術的意義としては、資産選択や労働市場に関する精密なミクロデータ分析を行い、ミクロデー
タに基づく人口動態の推測を指向したシミュレーションモデルの作成を行うことによって、体系的なミクロシミ
ュレーションモデルの構築が指向されたことが指摘できる。また、本研究成果に基づいて、雇用政策に対する政
策分析や税制・社会保障に関するミクロレベルの政策評価に向けたわが国のミクロシミュレーションモデルのさ
らなる展開が期待できる点で、社会的な意義も有していると言える。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
諸外国では、1960 年代以降、個別主体群の社会的な行為事象と社会経済的属性との関連性を

検証するために、政府統計のミクロデータを用いた実証的なミクロデータ分析が、家族の編成・
分裂、個人の就業・転職行動と賃金の決定、社会保障と所得の移転、心身障害状態の有無と保
健衛生等、社会経済の様々な分野で注目され、実証研究の有力な方法として展開されてきた(伊
藤(2002))。一方、社会経済過程の諸局面に関する個別的なミクロモデル群を包括的な枠組にお
いて体系化することを目指した社会経済システムモデルとして、 欧米諸国においては、1960
年代以降、「ミクロシミュレーションモデル(microsimulation model)」の開発が進められてき
た(伊藤(2013))。 
アメリカを中心とする欧米諸国では、現在においても政策分析を指向したミクロシミュレーシ

ョンモデルが、社会政策プログラムの立案ないしは政策評価のために、政府当局や学術研究機
関で開発・利用されており(Favreault and Smith(2004))、ミクロシミュレーションモデルは、
政策分析の有力な手法として定着してきた(伊藤(2002)、伊藤(2013))。それに対して、わが国で
は、ミクロシミュレーションモデルに関する研究成果は多くなかったが、政府統計ミクロデー
タの利用が以前より容易になっただけでなく、近年福祉財政の効率化に関する議論が高まって
おり、ミクロシミュレーション分析を必要とする基本的条件は備わってきたと言える。 
こうした状況を踏まえ、本研究では、労働市場や資産選択を中心にミクロデータをもちいて

計量分析を行い、それに基づいて政策分析を指向したミクロシミュレーションモデルを構築し、
雇用政策、さらには税制・社会保障に関する政策評価を対象にシミュレーション分析を試みる
ことを指向している。 
 
参考文献 
伊藤伸介(2002)｢アメリカにおけるミクロ社会モデルの体系化の試み―オーカットの社会人口
モデルと所得移転モデル―｣『統計学』第 83 号，11～31 頁 
伊藤伸介(2013) 「ミクロシミュレーションモデルの方法的展開―アメリカのミクロ社会分析モ
デルを例に―」明海大学『経済学論集』Vol.26, No.1，1～18 頁 
Favreault, M. M., Smith, K.(2004) “A Primer on the Dynamic Simulation of Income Model 
(DYNASIM3)”, Discussion Papers, Urban Institute. 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は、政府統計のミクロデータを用いて雇用政策に対する政策分析や税制・社会

保障に関する政策評価を行うために、ミクロデータ分析の一手法であるミクロシミュレーショ
ンに着目し、ミクロ計量分析に基づいて労働供給と資産選択を中心としたミクロシミュレーシ
ョンモデルの構築の可能性を追究することである。 
本研究では、出生、死亡、結婚、離婚といった人口動態事象や世帯の変容・確立過程につい

てサブモデルの構築を行い、精密なミクロシミュレーションモデルの作成を模索する。また、
主として、世帯・人口系のミクロデータを用いて、家計の労働供給に関する要因を明らかにし
た上で、世帯属性や人的資本等を説明変数とする賃金所得のモデル分析を行い，個々人の賃金
プロファイルを推測する。さらに、家計の資産選択に関するサブモデルの作成も行う。これら
のサブモデルに基づいて，体系的なミクロシミュレーションモデルのための労働供給および資
産所得のモデルブロックを構築する。事業所・企業系の公的統計のミクロデータを用いて、企
業サイドの側から企業の財務内容が賃金・雇用量および資産選択に及ぼす影響についての計量
分析も進める。 
さらに、本研究においては、ミクロシミュレーション分析によって、労働供給に及ぼす配偶

者控除の影響および資産選択に及ぼすキャピタルゲイン課税の影響を定量的に明らかにするだ
けなく、保健衛生等の分野への政策評価の展開可能性も探る。それによって、福祉財政の効率
化や税制改革に関する政策的課題に応えるだけでなく、わが国における政策分析を指向したミ
クロシミュレーション分析の方法的な展望を模索する。 

 
３．研究の方法 
 これまで、縦断的なミクロシミュレーションモデルであるアメリカの所得移転動態モデル
(DYNASIM)に焦点を当て、ミクロシミュレーションモデルにおける方法的可能性を追究するだけ
でなく、就業構造基本調査や家計調査といった世帯・人口系の政府統計ミクロデータだけでな
く、賃金構造基本統計調査等の事業所・企業系のミクロデータを用いて、賃金・雇用量および
金融資産の選択に関するミクロ計量モデルを追究してきた。これらの研究成果を踏まえ、本研
究では、ミクロシミュレーションモデルの展開可能性に関する研究を以下の手順で進めてきた。 
第 1に、ミクロシミュレーションに関する系統的な文献収集を行い、ミクロシミュレーショ

ンモデルに関する最新の理論的研究の動向を明らかにする。その上で、家族の形成・分裂過程
を中心にサブモデルの構築を行い、ミクロシミュレーションモデルの拡張及び精密化を図る。
具体的には、人口動態事象だけでなく、就業状況や稼働所得の把握も可能な国民生活基礎調査
の個票データを用いて、人口動態事象の精密なサブモデル化とミクロシミュレーションモデル
の編成を行う。 
 第 2 に、家計調査や全国消費実態調査等の個票データを用いて、就業行動、賃金、資産選択



を中心にミクロモデルの構築とモデルの推定を行う。さらに、個人・世帯の属性や就業状況と
資産選択との関連性についても実証研究を行い、サブモデルを構築する。その一方で、ミクロ
シミュレーションモデルの操作において、初期値として必要な属性のすべてを初期母集団に含
めるために、複数の政府統計ミクロデータのマッチングが行われていることから、初期母集団
作成のために、政府統計ミクロデータの統計的マッチングに関する実証研究も行う。 
第 3に、雇用政策や税制・社会保障制度における政策評価や制度設計のためのミクロシミュ

レーション分析の可能性を追究する。具体的には、政策ミクロシミュレーションモデルを用い
て、雇用政策が労働供給や雇用形態に及ぼす影響、さらには税制改革が資産選択に及ぼす影響
を検証することによって、わが国におけるミクロシミュレーションモデルの作成可能性を模索
する。 
 
４．研究成果 
本研究においては、ミクロシミュレーションを行うためのサブモデルの構築を目指して、「全

国消費実態調査」の個票データを用いて、世帯構成員の就業選択と家計の保有不動産や金融資
産を含む家計の資産構成との関連性について推定を行った。本分析によって、リスク資産や実
物資産が世帯主の就業状況に与える効果についても、就業を有意に抑制することが確認できた。
こうしたことから、家計資産の蓄積が世帯主の非就業の選択を誘導しているという理論的可能
性が考えられる。また、地域によって、実物資産が就業に与える影響も異なることがわかった。
さらに、宅地単価についても、世帯主の就業に対して有意に負の効果があることが明らかにな
った。 
 一方で、公的統計のミクロデータを用いて、ライフイベントを考慮した動態的なミクロシミ
ュレーションモデル(Dynamic Simulation Model)の作成の可能性を検討するために、国民生活
基礎調査の匿名データを用いて、家族構造を反映した初期母集団を設定した上で、出生、死亡、
結婚、離婚といったミクロレベルの人口社会事象を反映したミクロシミュレーションモデルの
構築可能性に関する追究を行った。 
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